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2019基本要求支部代交渉
当局は労働環境の改善を求める現場の声に応える姿勢を示すべき
障害者雇用にあたって継続して働き続けられる環境整備を！職員健康管理センターの産業医常勤化を！
自治労県職労は1月9日、2019年度基本要求の支部代交渉を行いました。

米倉委員長のあいさつの後、職場や支部の代表者が切実な現場の実態について発言しました。

1月30日に最終交渉を行いますが、職員が働く希望を持てるよう、私たちの要求が一歩でも前進するよう、自治労県職労は取組みを強化していきます。
労働環境の整備等について
・藤沢合同庁舎等で、設備の老朽化により空調設備が壊れた事例があり、業務に支障をきたしている。

・周辺に食事をする施設がない中で、厚木合同庁舎の食堂・売店の運営事業者が撤退の意向を示した。後継業者は見つかったが、空白期間があり、売店での収入証紙の売りさばきが一旦途切れることになるため、対応に苦慮している。

・再任用職員には意向申告がなく、一旦所属が決まるとその後異動がない。今後の定年延長も見据えて異動に関するルールを作ってはどうか。

・貸与被服について、標準サイズに合わないと申請してから支給まで時間がかかるため、自費で購入する職員もいる。また、更新の際の手続きが煩雑なため、改善してほしい。

・来年度から労働センター川崎支所で夜間相談を行うという話が出ているが、県民ニーズの有無が分からない中で、トップダウンで決められることに対して現場から不満の声が上がっている。

・職業訓練校で外国人枠が設けられた。訓練を行うことはよいが、生活面の指導も求められるのか不明である。もしサポートが必要となるのならば、人員面も含め、それに見合った措置配慮をして欲しい。

・行政文書管理システムの使い勝手が悪い。解像度が低いため、文書のチェックに時間がかかる。

・備品の登録システムも登録作業に時間がかかるため、改善してほしい。

・来年度予算査定では、知事査定を行う傍らでまだ財政課長調整を行っており、課長調整結果に基づいて行う４月当初の発注準備が後送りとなることで、４月以降の業務に支障が出かねない状況である。

非正規職員の雇用・労働条件について
・日々雇用職員を非常勤化するにあたって現場が大変混乱している。非常勤であれば加給も算定する場合もあり、勤務日数の減少や雇用の打ち切りにつながりかねない。

・臨任、非常勤職員に対する服務・勤務条件の説明が徹底されていない。所属により対応が変わらないような周知方法を検討してほしい。

ノーマライゼーションの推進について
・県では、精神障害者や知的障害者の雇用を始めるが、現在の受入体制では非常に不安である。接したことのない職員が負担を感じるだけでなく、雇用される当事者も大きな不安を抱えている。対応するにあたってしっかりとした準備を行うべきである。

・長く県に勤めている電話交換員が減っているために、交換業務の質が劣化しているように感じる。視覚障害者が電話交換業務を担っている場合もあるため、障害者の雇用の確保と併せ、直営化を進めること。
メンタルヘルス不全対策について
・メンタルヘルス対策には、職員健康管理センターの産業医の常勤化が必要である。具体的な対策には、中核となる人が必要である。

・若手でも採用1年目で辞める人や長期休業に入る人がいる。せっかく採用された人がメンタル不全に陥らないように、人材育成の観点からも、若年層のメンタル対策の充実を図ってほしい。
福利厚生関係要求書提出交渉
12月26日、基本要求交渉の一環として職員厚生課に対して福利厚生関係の要求書を提出しました。
提出にあたって、交渉参加者から要求内容に関連して次のような発言がありました。
○職員健康管理センターの産業医の専任化については、従来から要望している。状況が厳しいとは聞いているが、現在もメンタル不全に陥る職員は後を絶たず、依然として喫緊の課題である。メンタルヘルス対策の中核としての役割を担っていただきたいところであり、専任配置に向け最大限の努力をしてほしい。

○また、グループリーダーも含めて職員全体が多忙化しており、若手職員に配慮する時間的余裕が少なくなっていないか、危惧している。
○トイレの洋式化を一層進めていただきたい。洋式と和式があると和式しか空いていない時が多く、非常に不便を感じる。特に障害者には切実な問題である。
○健康診断の日程について、午後からの受診の場合午前中空腹で過ごさなければならず、業務に支障がある。時間帯について配慮してほしい。
○ＬＧＢＴについて、どのような配慮や対応が必要か、意識啓発する必要がある。
○ストレスチェックについて、職場ごとの集計結果と時間外の関係について検証するとともに、職場環境の改善に活用できるよう、情報提供すること。
○働き方改革を通じて時間外労働をなくすことが本来の姿ではあるが、恒常的に時間外が発生している所属があることから、冷暖房の運転など、最低限の労働条件の確保が必要である。
○会計年度任用職員制度に向けて協議が始まっている。健康診断項目についても、常勤職員と同様の項目に見直してほしい。
○視覚障害者に配慮した情報提供については、職員厚生課が発信する情報だけでなく、地共済や厚生福利振興会からの情報についても検討してほしい。

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































